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(57) Abstract: A first connector (2) comprises an ex
ternal cylinder (4) forming a cylindrical shape, a first[ 図13]
connector main unit configured with an internal
cylinder forming a cylindrical shape and a hub (12)
disposed at a proximal end of the external cylinder
(4), a hollow needle supported by the hub (12), a first
sealing member supported by the internal cylinder, a
coil spring (8) as penetrating portion biasing means

12 6
for biasing the first sealing member toward the tip d i

- 2 6 rection, and a clamping member disposed upon the
external cylinder (4). Upon the inner periphery por

- 12 tion of the proximal end o f the external cylinder (4), a
claw (44) i s formed so as t o protrude toward the inner
side. In addition, upon the outer periphery portion o f

6 a large diameter portion (1212) o f the main unit por
tion (121) o f the hub (12), a plurality of ratchet teeth
(126) which are engagable with the claw (44) o f the
external cylinder (4) are formed so as to protrude to

126 ward the outer side. Accordingly, rotation i n only one
6 among the positive and negative directions of the hub

(12) i s prevented.
Fig. 3

(57) 要約： 第 1 の コネクタ （2 ) は、円筒
状 をなす外筒 （4 ) と、円筒状 をなす 内筒
と、外筒 （4 ) の基端部 に設置 され たハ ブ
( 1 2 ) とで構成 され た第 1 の コネクタ本

体 と、ハ ブ （1 2 ) に支持 された中空針 と、内筒 に支持 された第 1 の封止部材 と、第 1 の封止部材 を先
端方向に向か って付勢す る穿通部付勢手段 と しての コイルパネ と、外筒 （4 ) に設置 され た挾圧部材 と
を有 して いる。外 筒 （4 ) の基 端部の 内周部 には、 内側 に向 って突 出す る爪 （4 4 ) が形成 され て い
る。また、ハ ブ （1 2 ) の本体部 （1 2 1 ) の大径部 （1 2 1 2 ) の外周部 には、外筒 （4 ) の爪 （4
4 ) と係合可能 であ り、外側 に向 って突 出す る複 数の ラチ エツ ト歯 （1 2 6 ) が形成 され ている。 これ
によ り、ハ ブ （1 2 ) の正方向および逆方 向の うちの一方のみの 回転が阻止 され る。



明 細 書

発明の名称 ：コネクタおよびコネクタ組立体

技術分野

[0001 ] 本発明は、コネクタおよびコネクタ組立体に関する。

背景技術

[0002] 通常、杭がん剤、免疫抑制剤等、医療従事者が誤って触れると危険な薬剤

は、ゴム栓でロ部が封止されたバイアル容器内に粉末の状態で収納されてい

る。

[0003] このようなバイアル容器から薬剤を取り出す場合には、次のような操作を

行う。

まず、バイアル容器の口部と、溶解用液を取り分けたシリンジの口部とを

第 1 のコネクタおよび第 2 のコネクタで構成されたコネクタ組立体を介 して

接続する。この場合、シリンジの口部の外周部には、内周面にネジ山が形成

されたロックァダプタが設けられており （例えば、特許文献 1参照）、第 1

のコネクタのハプにシリンジを接続する際は、第 1 のコネクタのハプに形成

された螺合部に、シリンジのロックアダプタを螺合させる。これにより、第

のコネクタのハプとシリンジの口部とが接続され、その第 1 のコネクタの

ハプにシリンジが保持される。そして、第 1 のコネクタと、バイアル容器の

口部に接続された第 2 のコネクタとを接続する。

[0004] 次に、コネクタ組立体を介 してシリンジからバイアル容器に溶解用液を注

入する。そして、ボンビング操作を行ったり、バイアル容器を振盪すること

により、溶解用液に薬剤を均一に溶解する。次に、薬剤が溶解された溶解用

液 （以下、 「液剤」と言う。）をシリンジ内に吸引して取り出す。

[0005] しかしながら、前記従来のコネクタ組立体では、シリンジは、第 1 のコネ

クタのハプに対 し、ロックアダプタにより保持されているので、そのシリン

ジを引っ張っても離脱 しないが、シリンジゃロックアダプタを螺合が緩む方

向に回転させると、簡単に離脱 してしまうという欠点がある。シリンジが第



1のコネクタのハプから離脱すると、シリンジの口部等から液剤が飛散し、

その液剤が医療従事者等に付着したりし、当該コネクタ組立体を介して液剤

を安全かつ確実に移送することができない虞がある。

[0006] 特許文献1 ：特許第3 4 5 6 2 4 号公報

発明の開示
[0007] 本発明の目的は、医療器具の不用意な離脱を防止することができるコネク

タおよびコネクタ組立体を提供することにある。

上記目的を達成するために、本発明は、外筒と、

前記外筒に対して該外筒の軸回りに回転可能に、前記外筒の基端部に設置

され、前記外筒内に挿入された本体部と、螺合部を有する医療器具が基端側

に接続される接続部と、前記螺合部と螺合する凸部とを有するハプと、

前記ハプが前記外筒から離脱することを防止する離脱防止手段とを備える

コネクタであって、

前記ハプの正方向および逆方向のうちの一方のみの回転を阻止する回転阻

止機能を有する回転阻止手段を備え、

前記回転阻止手段は、前記外筒の基端部に設けられた第 1の係合部と、前

記ハプに設けられ、前記第 1の係合部と係合し得る第 2 の係合部とを備え、

前記医療器具を前記ハプに対して回転させて前記凸部に前記螺合部を螺合

させる際に前記ハプに加わる回転 トルクにより前記ハプが回転しょうとする

方向と、前記回転阻止手段により阻止される前記ハプの回転の方向とがー致

しており、

前記第 1の係合部と前記第 2 の係合部とが係合したとき、前記回転阻止手

段の前記回転阻止機能が発現することを特徴とするコネクタである。

[0008] 本発明のコネクタでは、前記第 1の係合部と前記第 2 の係合部との一方は

、爪であり、他方は、前記爪と係合しし得るラチエツ卜歯であることが好ま

しい。

[0009] 本発明のコネクタでは、前記ラチエツ卜歯は、周方向に沿って複数設けら

れていることが好ましい。



[001 0] 本発明のコネクタでは、前記医療器具は、先端部に口部を有するシリンジ

を備え、

前記コネクタは、前記接続部に、前記シリンジの前記口部が接続されるも

のであることが好ましい。

[001 1] また、上記目的を達成するために、本発明は、前記本発明のコネクタと、

前記コネクタと接続され、先端側に液体を収納可能な液体収納容器が接続

される接続部を有する相手コネクタとを備えることを特徴とするコネクタ組

立体である。

[001 2] 本発明のコネクタでは、前記ハプ全体が前記外筒内に挿入されていること

が好ましい。

本発明のコネクタでは、前記凸部は、ネジ山またはフランジ状の突起であ

ることが好ましい。

[001 3] 本発明のコネクタでは、前記シリンジの前記口部の外周部に、前記螺合部

を内周面に有するロックァダプタが設けられており、

前記凸部と前記螺合部とを螺合すると、前記ハプ部が、前記口ックァダブ

タ内に収納されるよう構成されていることが好ましい。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図1] 図 1 は、本発明のコネクタ組立体の実施形態を示す分解斜視図である。

[ 図2] 図 2 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ

ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す縦断面図 （一部側面図）である

[ 図3] 図 3 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ

ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す縦断面図である。

[ 図4 ] 図 4 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ

ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す縦断面図である。

[ 図5] 図 5 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ

ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す縦断面図である。

[ 図6] 図 6 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ



ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す斜視図 （図 2 に対応する図）で

ある。

[ 図7] 図 7 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ

ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す斜視図 （図 3 に対応する図）で

ある。

[ 図8] 図 8 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ

ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す斜視図 （図 4 に対応する図）で

ある。

[ 図9] 図 9 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタと第 2 のコ

ネクタとを組立状態とするまでの過程を示す斜視図 （図 5 に対応する図）で

ある。

[ 図 10] 図 1 0 は、図 3 中の A — A 線断面図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、図 4 中の B _ B 線断面図である。

[ 図 12] 図 1 2 は、図 2 に示すコネクタ組立体の第 1 のコネクタの基端部付近

を示す斜視図である。

[ 図 13] 図 1 3 は、図 1 2 中の C — C 線断面斜視図である。

[ 図 14] 図 1 4 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタの外筒

の基端部を示す縦断面図である。

[ 図 15] 図 1 5 は、図 1 に示すコネクタ組立体における第 1 のコネクタのハプ

を示す斜視図である。

[ 図 16] 図 1 6 は、図 1 に示すコネクタ組立体の第 1 のコネクタに接続される

シ リンジを示す部分縦断面図である。

[ 図 17] 図 1 7 は、図 1 に示すコネクタ組立体の第 2 のコネクタに接続される

バ ッグの縦断面図である。

発明を実施するための形態

[001 5] 以下、本発明のコネクタおよびコネクタ組立体を添付図面に示す好適な実

施形態に基づいて詳細に説明する。

[001 6] 図 1 は、本発明のコネクタ組立体の実施形態を示す分解斜視図、図 2 〜図



5 は、 それ ぞれ、 図 1 に示 す コネ クタ組立体 における第 1 の コネ クタ と第 2

の コネ クタ とを組立状態 とす るまでの過程 を示 す縦 断面 図、 図 6 〜図 9 は、

図 1 に示 す コネ クタ組立体 における第 1 の コネ クタ と第 2 の コネ クタ とを組

立状態 とす るまでの過程 を示 す斜視 図 （図 2 〜図 5 にそれ ぞれ対応 す る図）

、 図 1 0 は、 図 3 中の A _ A 線 断面 図、 図 1 1 は、 図 4 中の B — B 線 断面 図

、 図 1 2 は、 図 2 に示 す コネ クタ組立体 の第 1 の コネ クタの基端部付近 を示

す斜視 図、 図 1 3 は、 図 1 2 中の C — C 線 断面斜視 図、 図 1 4 は、 図 1 に示

す コネ クタ組立体 における第 1 の コネ クタの外筒 の基端部 を示 す縦 断面 図、

図 1 5 は、 図 1 に示 す コネ クタ組立体 における第 1 の コネ クタのハ プを示 す

斜視 図、 図 1 6 は、 図 1 に示 す コネ クタ組立体 の第 1 の コネ クタに接続 され

るシ リンジを示 す部分縦 断面 図、 図 1 7 は、 図 1 に示 す コネ クタ組立体 の第

2 の コネ クタに接続 され るバ ッグの縦 断面 図であ る。 なお、 図 1 6 は、説 明

のため、 第 1 の コネ クタの外筒 の一部 および第 1 の コネ クタのハ プの一部 が

省略 されている。

[001 7] な お、以下では、説 明の都合上、 図 1 〜図 1 1 、 図 1 4 〜図 1 7 中の上側

を 「先端 」、 「上」 または 「上方」、 下側 を 「基端 」、 「下」 または 「下方

」 と言 う。

[001 8] 図 1 〜図 1 7 に示 す よ うに、 コネ クタ組立体 1 は、 第 1 の コネ クタ （メス

コネ クタ） 2 と第 2 の コネ クタ （才 ス コネ クタ） 3 とを有 す るものであ る。

図 1 6 に示 す よ うに、 第 1 の コネ クタ 2 は、 シ リンジ （第 1 の医療器具 ） 2

0 に装着 されている。 図 1 7 に示 す よ うに、 第 2 の コネ クタ 3 は、バ ッグ （

第 2 の医療器具 ） 5 0 に装着 されている。 この コネ クタ組立体 1 は、 第 1 の

コネ クタ 2 にその先端側 か ら第 2 の コネ クタ 3 を揷 入 して、 これ らの コネ ク

タ同士 を組み立 てた組立状態 （図 5 、 図 9 に示 す状態）で、 第 1 の コネ クタ

側 か ら第 2 の コネ クタ 3 側へ またはその反対方 向へ、液体 を移送 す るの に

用 い られ る。

[001 9] 図 1 7 に示 す よ うに、バ ッグ 5 0 は、粉末状 の薬剤 Q を収納 す るものであ

る。 このバ ッグ 5 0 の基端部 には、硬 質管 で構成 された 口部 5 0 3 が設 け ら



れ て い る。 この 口部 5 0 3 を介 して、液 体 が 出入 りす る ことがで きる。

[0020] また、 口部 5 0 3 には、 当該 口部 5 0 3 を封 止 す る ゴム栓 5 0 5 が装着 さ

れ て い る。 ゴム栓 5 0 5 は、 第 2 の コネ クタ 3 の瓶 針部 1 0 3 で刺通 され る

。 この刺通 した状 態 で、 第 2 の コネ クタ 3 とバ ッグ 5 0 とが連通 す る。

[0021 ] バ ッグ 5 0 に収納 され る薬剤 Q と して は、特 に限定 され な いが、例 えば、

杭 がん剤、 免疫抑制剤 等、 医療従事者 が誤 って触 れ る と危 険 な薬剤 や、 抗 生

剤、 止血剤 等 の使 用 にあた って溶解 が必要 な薬剤、 小児 用 の薬剤 等 の希釈 が

必要 な薬剤、 ワクチ ン、 へパ リン、 小児 用 の薬剤 等 の複数 回取 り分 ける薬剤

等 が挙 げ られ る。 また、 この薬剤 Q は、粉 末状 の もの に限定 され ず、例 えば

、液 体状 の ものであ って もよい。

[0022] また、 図 1 6 に示 す よ うに、 シ リンジ 2 0 の先端部 に設 け られ た 口部 2 0

2 の外周部 には、 ロ ックアダ プタ 2 0 3 が設 け られ て い る。 ロ ックアダ プタ

2 0 3 は、 その 内周面 に、 ハ プ部 1 2 2 の突起 1 2 3 と螺 合 す る螺 合部 であ

るネジ山 を有 して い る。 本実施形 態 で は、 この ロ ックアダ プタ 2 0 3 は、 口

部 2 0 2 に固定 され て い る。

[0023] 第 1 の コネ クタ 2 のハ プ 1 2 のハ プ部 1 2 2 にシ リンジ 2 0 を接続 す る際

は、 第 1 の コネ クタ 2 の後 述 す るハ プ 1 2 のハ プ部 1 2 2 の基端部 にシ リン

ジ 2 0 の 口部 2 0 2 を揷 入 し、 シ リンジ 2 0 とともに 口 ックアダ プタ 2 0 3

を回転 させ、 ハ プ部 1 2 2 に形成 され た突起 1 2 3 に、 ロ ックアダ プタ 2 0

3 の 内周面 に形成 され た ネジ山 を螺 合 させ る。 以 下、 突起 1 2 3 とロ ックァ

ダ プタ 2 0 3 の ネジ山 との螺 合 を単 に 「突起 1 2 3 とロ ックアダ プタ 2 0 3

との螺 合 」 とも言 う。 これ によ り、 ハ プ 1 2 のハ プ部 1 2 2 とシ リンジ 2 0

の 口部 2 0 2 とが接続 され、 突起 1 2 3 とロ ックアダ プタ 2 0 3 とが螺 合 す

る ことによ り、 ハ プ 1 2 にシ リンジ 2 0 が保 持 され る。 な お、 この状 態 で は

、 ハ プ部 1 2 2 は、 ロ ックアダ プタ 2 0 3 内 に収納 され る。

[0024] な お、 本実施形 態 で は、 口 ックアダ プタ 2 0 3 は、 口部 2 0 2 に固定 され

て い るが、 これ に限 らず、例 えば、 口 ックアダ プタ 2 0 3 が、 口部 2 0 2 に

対 し、 シ リンジ 2 0 の軸 方 向 に沿 って移 動可能 に設置 され て い るもの、軸 回



りに （同心的に）回転可能なもの、軸方向に沿 って移動可能で、かつ軸回 り

に回転可能なもの等であってもよい。

[0025] 次 に、 コネクタ組立体 1 について説明する。前述 したように、 コネクタ組

立体 1 は、第 1 のコネクタ 2 と第 2 のコネクタ 3 とを有 している。

[0026] 図 2 〜図 5 、図 1 2 〜図 1 5 に示すように、第 1 のコネクタ 2 は、円筒状

をなす外筒 4 と、円筒状をなす内筒 7 と、外筒 4 の基端部に設置されたハプ

2 とで構成された第 1 のコネクタ本体 と、ハプ 1 2 に支持された中空針 5

と、内筒 7 に支持された第 1 の封止部材 6 と、第 1 の封止部材 6 を先端方向

に向かって付勢する穿通部付勢手段 としてのコイルパネ 8 と、外筒 4 に設置

された挟圧部材 9 とを有 している。

[0027] 図 1 、図 2 、図 1 2 〜図 1 4 に示すように、外筒 4 は、筒状をな している

。 この外筒 4 の先端開口か ら第 2 のコネクタ 3 が揷入され、第 1 のコネクタ

と第 2 のコネクタ 3 とが接続される。

[0028] 外筒 4 の基端部の内周部には、内側 （径方向内側）に向って突出する複数

(図示の構成では 4 つ）の突部 4 が形成されている。各突部 4 は、

周方向に沿 って、等角度間隔に配置されている。

[0029] また、外筒 4 の内周部の突部 4 の先端側には、段差部 4 2 2 が形成さ

れている。

また、外筒 4 の内周部の突部 4 と段差部 4 2 2 との間には、内側に向

つて突出する爪 （第 1 の係合部） 4 4 が形成されている。 また、爪 4 4 は、

長尺状をな し、軸方向に沿 って延在 している。 この爪 4 4 は、ハプ 1 2 の後

述する各ラチエツ 卜歯 1 2 6 とともに、ラチエツ 卜機構を構成するものであ

る。なお、前記爪 4 4 の数は、 1 つに限 らず、複数であってもよい。

[0030] 図 1 、図 2 、図 1 2 、図 1 3 、図 1 5 に示すように、 ノ プヽ 1 2 は、外筒 4

に対 し、その外筒 4 の軸回 りに回転可能に、外筒 4 の基端部に設置されてい

る。

[0031 ] ハ プ 1 2 は、筒状をなす本体部 1 2 と、その本体部 1 2 の後述する仕

切 り部 1 2 8 の中央部か ら基端方向に突出 した筒状をなすハプ部 （第 1 の接



続部） 1 2 2 とを有 している。本体部 1 2 とハプ部 1 2 2 とは、同心的に

配置されており、ハプ部 1 2 2 は、本体部 1 2 内に位置 している。また、

ハプ 1 2 の本体部 1 2 およびハプ部 1 2 2 、すなわち、ハプ 1 2 全体が、

外筒 4 内に挿入されている。これにより、手指によりハプ 1 2 の回転を阻止

する行為を防止することができる。

[0032] 本体部 1 2 は、小径部 1 2 1 1 と、小径部 1 2 の基端側に位置する

大径部 1 2 1 2 とを有 している。これにより、本体部 1 2 の外周部の小径

部 1 2 1 と大径部 1 2 2 との境界に、段差部 1 2 5 が形成されている。

また、小径部 1 2 と大径部 1 2 2 との境界付近の小径部 1 2 1 1 の内

側には、本体部 1 2 の内部を基端側と先端側とに仕切る仕切 り部 1 2 8 が

設けられている。この仕切 り部 1 2 8 は、図示の構成では、板状をな してい

る。

[0033] また、ハプ部 1 2 2 の基端の外周部には、フランジ状の突起 （凸部） 1 2

3 が形成されている。突起 1 2 3 の形状は、ハプ部 1 2 2 の軸方向から見た

とき、非円形であり、直交する2 方向のうちの一方が他方よりも長 くなるよ

うな形状をな している。この突起 1 2 3 は、シリンジ 2 0 のロックアダプタ

2 0 3 に形成されているネジ山と螺合する部位である。なお、突起 1 2 3 は

、ロックアダプタ2 0 3 に形成されているネジ山と螺合 し得るものであれば

、前記突起 1 2 3 に限らず、例えば、ネジ山等であってもよい。

[0034] 本体部 1 2 の仕切 り部 1 2 8 の中央部には、筒状をなす支柱 1 2 7 が先

端方向に突出するように形成されている。本体部 1 2 と支柱 1 2 7 とは、

同心的に配置されている。

[0035] 中空針 5 は、支柱 1 2 7 内に挿入され、その中空針 5 の基端部は、仕切 り

部 1 2 8 に固定されている。すなわち、中空針 5 は、ハプ 1 2 により支持さ

れている。また、仕切 り部 1 2 8 には、中空針 5 の内腔 （第 1 の流路 5 2 )

に対応する位置に、開口が形成されており、これにより、ハプ部 1 2 2 と中

空針 5 とが連通する。

[0036] また、前述 したように、ハプ部 1 2 2 の突起 1 2 3 とシリンジ 2 0 のロッ



クアダプタ2 0 3 とを螺合することで、シリンジ 2 0 に第 1 のコネクタ2 が

装着され、この装着状態で第 1 のコネクタ2 を用いることができる （図 1 6

参照）。また、装着状態では、ハプ部 1 2 2 を介 して、シリンジ 2 0 の空間

2 0 0 と、中空針 5 の内腔 （第 1 の流路 5 2 ) とが連通する。これにより、

シリンジ 2 0 から中空針 5 内に溶解用液 P を供給することができる。

[0037] また、本体部 1 2 1 の基端の外周部には、フランジ （突部） 1 2 4 が形成

されている。

このフランジ 1 2 4 は、外筒 4 の突部 4 2 1 よりも先端側に位置 し、その

突部 4 2 1 に当接 し、また、段差部 1 2 5 は、外筒 4 の段差部 4 2 2 の基端

側に位置 し、その段差部 4 2 2 に当接 し、これにより、ハプ 1 2 は、外筒 4

の軸回りには回転 （回動）可能であり、外筒 4 の軸方向には移動不可能とな

つている。 したがって、ハプ 1 2 のフランジ 1 2 4 および段差部 1 2 5 と、

外筒 4 の突部 4 2 1 および段差部 4 2 2 とにより、ハプ 1 2 が外筒 4 から離

脱することを防止する離脱防止手段が構成される。

[0038] また、本体部 1 2 の大径部 1 2 2 の外周部には、前記外筒 4 の爪4 4

と係合可能であり、外側 （径方向外側）に向って突出する複数 （図示の構成

では 8 つ）のラチエツ卜歯 （第 2 の係合部） 1 2 6 が形成されている。各ラ

チェッ卜歯 1 2 6 は、周方向に沿って、等角度間隔に配置されている。また

、各ラチエツ卜歯 1 2 6 は、それぞれ、長尺状をな し、軸方向に沿って延在

している。

[0039] この各ラチエツ卜歯 1 2 6 と前記外筒 4 の爪4 4 とで、ハプ 1 2 の正方向

および逆方向のうちの一方のみの回転を阻止する回転阻止機能を有する回転

阻止手段が構成される。

[0040] この場合、前記 「一方」とは、シリンジ 2 0 をハプ 1 2 に対 して回転させ

てそのハプ 1 2 の突起 1 2 3 にシリンジ 2 0 のロックアダプタ2 0 3 を螺合

させる際にハプ 1 2 に加わる回転 トルク （回転力）によりハプ 1 2 が回転 し

ようとする方向である。すなわち、前記ハプ 1 2 に加わる回転 トルクにより

ハプ 1 2 が回転 しょうとする方向と、回転阻止手段により阻止されるハプ 1



2 の回転の方向とは、一致 している。すなわち、回転が許容される方向では

、 ラチエツ 卜歯 1 2 6 と爪 4 4 の変形が可能 となっているが、逆方向では、

変形 によるすれちがいが不能 となっている。

[0041 ] なお、図示の構成では、外筒 4 に対するハ プ 1 2 の図 1 3 中の時計回 りの

方向の回転が阻止され、反時計回 りの方向の回転が可能 となる。そ して、図

3 中の時計回 りの方向は、シ リンジ 2 0 をハ プ 1 2 に対 して回転 させてそ

のハ プ 1 2 の突起 1 2 3 にシ リンジ 2 0 のロックアダプタ 2 0 3 を螺合させ

る際にハ プ 1 2 に加わる回転 トル クによりハ プ 1 2 が回転 しょうとする方向

である。 また、図 1 3 中の反時計回 りの方向は、前記 と逆、すなわち、突起

1 2 3 とロックアダプタ 2 0 3 との螺合を緩める際にハ プ 1 2 に加わる回転

トル クによりハ プ 1 2 が回転 しょうとする方向である。

[0042] ここで、前述 したように、外筒 4 の爪 4 4 と、ハ プ 1 2 のラチエツ 卜歯 1

2 6 とが係合 したとき、回転阻止手段の回転阻止機能が発現 し、外筒 4 に対

するハ プ 1 2 の正方向および逆方向のうちの一方のみの回転、すなわち図 1

3 中の時計回 りの方向のみの回転が阻止される。 これにより、ハ プ 1 2 の突

起 1 2 3 にシ リンジ 2 0 のロックアダプタ 2 0 3 を螺合させることができ、

ハ プ 1 2 にシ リンジ 2 0 を装着することができる。

[0043] —方、ハ プ 1 2 か らシ リンジ 2 0 を取 り外そうと してシ リンジ 2 0 を回転

させても、ハ プ 1 2 が外筒 4 に対 して回転 し、突起 1 2 3 とロックアダプタ

2 0 3 との螺合を緩めることはできず、シ リンジ 2 0 を取 り外すことはでき

ない。 これにより、特 に、杭がん剤、免疫抑制剤等、医療従事者が誤 って触

れると危険な薬剤が、医療従事者 に付着 して しまうことを防止することがで

きる。

[0044] また、ハ プ 1 2 は、外筒 4 に対 して一方向には回転することができるので

、 ノヽ プ部 1 2 2 にシ リンジ 2 0 が装着 された状態で、そのハ プ 1 2 とともに

シ リンジ 2 0 を回転 させることにより、シ リンジ 2 0 に設けられた目盛 を容

易に見ることができる。

[0045] また、図 6 〜図 9 に示すように、外筒 4 の壁部の途中には、当該壁部 を貫



通する溝部 4 8 が形成されている。この溝部 4 8 は、側面視で 「し」字状を

な し、外筒 4 の壁部の周方向に沿って形成された横溝 4 8 と、横溝 4 8

の一端から外筒 4 の軸方向に沿って基端方向へ形成された縦溝 4 8 2 とで構

成されている。溝部 4 8 には、内筒 7 の突部 7 6 が揷入される。そして、内

筒 7 の突部 7 6 は、溝部 4 8 内を移動することができる。

[0046] 図 2 〜図 5 に示すように、外筒 4 の壁部の先端部には、その中心軸を介 し

て対向 して形成された一対の溝部 4 3 が形成されている。この溝部 4 3 に、

リング状をなす 2 つの挟圧部材 9 が重なった状態で挿入されている。挟圧部

材 9 は、外筒 4 の中で第 2 のコネクタ3 (第 2 のコネクタ本体 1 0 ) の先端

方向への移動を規制するス トツバ 1 7 の一部として機能するものである。こ

のス 卜ツバ 1 7 の構成としては、公知の構成 （例えば特開平 8 _ 6 6 3

0 号公報に記載の 「ハプ着脱機構」の構成）を用いることができる。

[0047] この場合、各挟圧部材 9 は、それぞれ、その外周部の一部に当該挟圧部材

9 を押圧操作する操作部 9 2 を有する。この操作部 9 2 を押圧することによ

り、挟圧部材 9 が外筒 4 の軸に対 し直交する方向に移動する。

[0048] また、各挟圧部材 9 は、それぞれ、操作部 9 2 と反対側の部分に、内側に

突出した複数の突部 （第 1 の係合部） 9 1 を有 している。そして、一方の挟

圧部材 9 の突部 9 と、他方の挟圧部材 9 の突部 9 とは、外筒 4 の中心軸

を介 して対向 して配置される。

[0049] さらに、各挟圧部材 9 は、それぞれ、突部 9 1 と同 じ側に、外周部から突

出した一対の弾性片 9 3 を有 している。一方の挟圧部材 9 の各弾性片 9 3 は

、他方の挟圧部材 9 の操作部 9 2 の内側に当接 し、これと同様に、他方の挟

圧部材 9 の各弾性片 9 3 は、一方の挟圧部材 9 の操作部 9 の内側に当接 し

ている。

[0050] 各挟圧部材 9 を押圧操作する際には、弾性片 9 3 の付勢力 （弾性力）に抗

して、その押圧操作を行なうこととなる。この操作により、一方の挟圧部材

9 の突部 9 と、他方の挟圧部材 9 の突部 9 とが互いに離間 した状態とな

る。そして、各挟圧部材 9 に対する押圧力を解除すると、弾性片 9 3 の付勢



力により、一方の挟圧部材 9 の突部 9 と、他方の挟圧部材 9 の突部 9 と

が接近 した状態 となる。

[0051 ] 一方の挟圧部材 9 の突部 9 と、他方の挟圧部材 9 の突部 9 とが接近 し

た状態では、各突部 9 1 がー括 して第 2 のコネクタ 3 の係合部 （第 2 の係合

部） 1 0 5 a または 1 0 5 b に係合する （図 3 〜図 5 参照）。 これにより、

外筒 4 か ら第 2 のコネクタ 3 が不用意に離脱するのを確実に防止することが

できる。

[0052] また、一方の挟圧部材 9 の突部 9 と、他方の挟圧部材 9 の突部 9 とが

互いに離間 した状態では、各挟圧部材 9 と第 2 のコネクタ 3 との係合が解除

される。

[0053] 図 1 に示すように、第 2 のコネクタ 3 の係合部 1 0 5 a および 1 0 5 b は

、それぞれ、第 2 のコネクタ本体 1 0 の外周部に形成され、その外径が拡径

したフランジ部で構成されている。係合部 1 0 5 a および 1 0 5 b は、それ

ぞれ、第 2 のコネクタ本体 1 0 の軸方向に沿 って離間 して配置されている。

そ して、図 3 、図 5 に示すように、第 2 のコネクタ 3 の第 1 のコネクタに対

する揷入深さに応 じて、係合部 1 0 5 a および 1 0 5 b のうちの一方が、前

述 したように各突部 9 と係合する。

[0054] コネクタ組立体 1 では、挟圧部材 9 と第 2 のコネクタ 3 の係合部 1 0 5 a

および 1 0 5 b とが、外筒 4 と第 2 のコネクタ 3 とをロックする 「ス トッパ

7 」を構成する。

[0055] 図 2 、図 6 に示すように、外筒 4 の壁部には、その内周部 4 7 の溝部 4 8

と溝部 4 3 との間の部分に、内側に向かって突出 した段差部 4 9 が複数 （本

実施形態では 4 つ）形成されている。図 2 に示すように、各段差部 4 9 に内

筒 7 が当接することにより、当該内筒 7 の先端方向への移動を規制すること

ができ、よって、内筒 7 が外筒 4 か ら離脱するのを確実に防止することがで

きる。

[0056] 図 2 (図 3 〜図 5 についても同様）に示すように、外筒 4 の内側には、内

筒 7 が配置されている。 この内筒 7 は、外筒 4 に対 し変位可能、すなわち、



外筒 4 の軸回りに回動可能であるとともに、外筒 4 の軸方向に沿って移動可

能なものである。

[0057] 内筒 7 は、第 1 の封止部材 6 が設置される封止部材設置部 7 3 を有 してい

る。封止部材設置部 7 3 は、内筒 7 の内側に設けられ、第 1 の封止部材 6 を

上下方向から挟持する円環状の一対の板状部 7 3 1 7 3 2 で構成されてい

る。

[0058] また、内筒 7 は、当該内筒 7 が変位する際に中空針 5 を摺動する摺動部材

7 4 と、摺動部材 7 4 を固定する固定部 7 5 とを有 している。摺動部材 7 4

は、筒状をな し、その内径が縮径 した縮径部 7 4 1 を有する弾性材料で構成

された部材である。摺動部材 7 4 の構成材料としては、特に限定されないが

、例えば、天然ゴム、プチルゴ厶、イソプレンゴム、ブタジエンゴム、スチ

レン一ブタジエンゴム、シリコーンゴムのような各種ゴム材料や、ポリウレ

タン系、ポリエステル系、ポリアミ ド系、才レフィン系、スチレン系等の各

種熱可塑性エラス トマ一、あるいはそれらの混合物等の弾性材料が挙げられ

る。内筒 7 が変位する際には、縮径部 7 4 1 が中空針 5 の外周部 5 4 に当接

して摺動する。固定部 7 5 は、板状部 7 3 2 から一体的に下方に向かって突

出形成された筒状をなす部分である。

[0059] 図 6 (図 7 〜図 9 についても同様）に示すように、内筒 7 の壁部には、そ

の外周部に突部 7 6 が突出形成されている。この突部 7 6 は、外筒 4 の溝部

4 8 に揷入され、内筒 7 の変位に伴って溝部 4 8 内を移動する。これにより

、第 1 のコネクタ2 は、突部 7 6 が横溝 4 8 1 に位置 した第 1 の状態 （図 6

、図 7 に示す状態）と、第 1 の状態から内筒 7 を外筒 4 に対 し回転操作する

ことにより突部 7 6 が横溝 4 8 と縦溝 4 8 2 との交差部 4 8 3 に位置する

第 2 の状態 （図 8 に示す状態）と、第 2 の状態から内筒 7 を外筒 4 に対 し押

し込み操作することにより突部 7 6 が縦溝 4 8 2 に位置する第 3 の状態 （図

9 に示す状態）とを取り得る。

[0060] 図 6 (図 2 ) に示す第 1 の状態の第 1 のコネクタ2 に第 2 のコネクタ3 を

挿入する （以下この操作を 「挿入操作」と言う）と、第 2 のコネクタ3 の第



2 の封止部材 1 1 が第 1 のコネクタ 2 の第 1 の封止部材 6 に当接 して、当該

第 1 の封止部材 6 を基端方向に押圧 し、内筒 7 ごと移動させようとするが、

内筒 7 の突部 7 6 が外筒 4 の横溝 4 8 に位置 しているため、内筒 7 の基端

方向への移動が規制 される （図 3 、図 7 参照）。

[0061 ] 図 7 に示す状態か ら例えば内筒 7 の突部 7 6 に指を掛 けて、図 8 に示すよ

うに、内筒 7 を矢印方向に回転操作すると、第 1 のコネクタ 2 は、図 8 に示

す第 2 の状態 となる。 これにより、内筒 7 の基端方向への移動の規制が解除

されて、その移動が可能 とな り、 よって、挿入操作を再開することができる

。なお、図 4 に示すように、第 2 の状態でも第 1 の封止部材 6 と第 2 の封止

部材 1 1 との密着状態が維持されている。 また、第 2 の状態では、内筒 7 と

第 2 のコネクタ 3 (第 2 のコネクタ本体 1 0 ) とがロック手段 1 9 により固

定されている。 これにより、第 1 の封止部材 6 の第 1 の刺通部 6 1 と第 2 の

封止部材 1 1 の第 2 の刺通部 1 1 1 との密着状態が固定される。 このロック

手段 1 9 については、後述する。

[0062] 図 8 に示す状態か ら第 2 のコネクタ 3 をコィルバネ 8 の付勢力に杭 して基

端方向に押 し込むと、揷入操作が再開され、第 1 のコネクタ 2 は、図 9 に示

す第 3 の状態 となる。なお、図 5 に示すように、第 3 の状態でも第 1 の封止

部材 6 と第 2 の封止部材 1 1 との密着状態が維持されている。

[0063] 図 9 に示す状態 （組立状態）で第 1 のコネクタ 2 か ら第 2 のコネクタ 3 を

抜去する （以下 この操作を 「抜去操作」 と言 う）際には、前記 とは逆に、 コ

ィルバネ 8 の付勢力に従 って、第 2 のコネクタ 3 とともに内筒 7 が先端方向

へ移動 し、第 1 のコネクタ 2 は、図 8 に示す第 2 の状態 となる。 この第 2 の

状態では、内筒 7 の突部 7 6 のそれ以上の先端方向への移動が規制 される。

これにより、抜去操作を途中で一旦規制することができる。

[0064] さ らに、第 2 の状態か ら内筒 7 を前記 と反対方向に回転操作すると、第 1

のコネクタ 2 は、図 7 に示す第 1 の状態 となる。 これにより、 ロック手段 1

9 による内筒 7 と第 2 のコネクタ 3 とのロック状態が解除されて、第 2 のコ

ネクタ 3 のみの先端方向への移動が可能 とな り、 よって、抜去操作を再開す



ることができる。 この抜去操作を再開すると、第 1 のコネクタ 2 と第 2 のコ

ネクタ 3 とは、再度、図 6 に示す分解状態 となる。

[0065] このようにコネクタ組立体 1 では、内筒 7 の突部 7 6 の外筒 4 の溝部 4 8

における位置に応 じて、挿入操作の規制 と、挿入操作の規制の解除と、抜去

操作の規制 と、抜去操作の規制の解除とが行われる。従 って、内筒 7 の突部

7 6 と外筒 4 の溝部 4 8 とは、 これ らの操作を規制する 「操作規制手段 1 8

」を構成する。

[0066] 図 2 に示すように、内筒 7 の先端部には、複数 （本実施形態では 4 枚）の

係合片 （弾性片） 7 7 が先端方向に向かって突出形成されている。各係合片

7 7 は、それぞれ、その先端部に第 2 のコネクタ 3 の凹部 （係合部） 1 0 1

a に係合可能な爪 7 7 1 を有 している。

[0067] なお、凹部 1 0 1 a は、第 2 のコネクタ本体 1 0 の外周部 1 0 1 の先端部

に、その周方向に沿 って リング状に形成された部分である。

[0068] 各係合片 7 7 は、第 1 のコネクタ 2 に第 2 のコネクタ 3 が未だ挿入されて

いない状態では、外方に向かって傾斜 している。 これにより、第 1 のコネク

タ 2 に第 2 のコネクタ 3 を挿入 した状態で、各係合片 7 7 は、それぞれ、第

2 のコネクタ 3 の凹部 1 0 1 a か ら離間 した状態 （図 3 、図 1 0 に示す状態

) と、外筒 4 の押圧部 4 7 に押圧されて凹部 1 0 1 a に接近 して係合する

状態 （図 4 、図 5 、図 1 1 に示す状態）とを取 り得る。そ して、 この係合に

より、内筒 7 と第 2 のコネクタ 3 とが確実にロックされる。

[0069] なお、押圧部 4 7 は、外筒 4 の内周部 4 7 にその軸方向に沿 って複数 （

本実施形態では 4 つ）形成された リプで構成されている。

[0070] また、 これ らの押圧部 4 7 1 は、外筒 4 の周方向に沿 って等間隔に配置さ

れている。図 1 0 に示す状態では、隣接する押圧部 4 7 同士の間に 1枚の

係合片 7 7 が位置 し、係合片 7 7 に対する押圧部 4 7 の押圧が未だなされ

ていない。 このとき、第 1 のコネクタ 2 は、前記第 1 の状態 となっている。

[0071 ] 各係合片 7 7 は、内筒 7 の軸回 りに等間隔に配置されている。図 1 0 に示

す状態か ら前述 したように内筒 7 を回転操作することにより、係合片 7 7 が



それぞれ押圧部 4 7 の傾斜面 4 7 2 を登 り、結果、 1 つの押圧部 4 7 が

1枚の係合片 7 7 をその弾性力に杭 して押圧することとなる。これにより、

4 枚の係合片 7 7 が第 2 のコネクタ3 の周方向に沿って均一に係合 し、よつ

て、内筒 7 と第 2 のコネクタ3 とがより確実にロックされる。このとき、第

1 のコネクタ2 は、前記第 2 の状態となっている。この押圧部 4 7 が係合

片 7 7 を押圧 した状態は、第 1 のコネクタ2 が前記第 3 の状態になっても維

持される。

[0072] このようにコネクタ組立体 1 では、内筒 7 の係合片 7 7 、外筒 4 の押圧部

4 7 1、第 2 のコネクタ3 の凹部 1 0 1 a は、内筒 7 と第 2 のコネクタ3 と

を確実にロックする 「ロック手段 1 9 」を構成する。そして、このロック手

段 1 9 は、第 1 のコネクタ2 が第 1 の状態から第 2 の状態となったときに作

動する、すなわち、挿入操作の規制を解除する解除操作に連動 して作動する

。また、この反対に、ロック手段 1 9 は、第 1 のコネクタ2 が第 2 の状態か

ら第 1 の状態となったときも作動する、すなわち、抜去操作の規制を解除す

る解除操作に連動 しても作動する。これにより、第 1 のコネクタ2 が第 1 の

状態と第 2 の状態との間を相互変位する間、すなわち、中空針 5 が第 1 の封

止部材 6 および第 2 の封止部材 1 1 を刺通する前後において、第 1 の封止部

材 6 と第 2 の封止部材 1 1 とを確実に密着させることができ、かつ、抜去時

に第 2 のコネクタ3 のみが不意に抜去される （脱落する）のを防止すること

ができる。

[0073] なお、外筒 4 、内筒 7 、挟圧部材 9 、ハプ 1 2 の構成材料としては、特に

限定されないが、例えば、ポリ塩化ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン

、環状ポリオレフイン、ポリスチレン、ポリ一 （4 —メチルペンテン_ 1 )

、ポリ力一ボネ一 卜、アクリル樹脂、アクリル二 トリル—ブタジエン—スチ

レン共重合体、ポリエチレンテレフタレ一 卜、ポリエチレンナフタレ一 卜等

のポリエステル、プタジェン—スチレン共重合体、ポリアミ ド （例えば、ナ

ィロン6 、ナイロン6 6 、ナイロン6 0 、ナイロン 1 2 ) のような各

種樹脂が挙げられるが、その中でも、成形が容易であり、かつ水蒸気透過性



が低い点で、ポリプロピレン、環状ポリオレフイン、ポリエステルのような

樹脂が好ましい。

[0074] 図 2 に示すように、外筒 4 の軸上には、金属材料で構成された中空針 5 が

配置されている。前述 したように、この中空針 5 は、その基端部がハプ 1 2

に支持されている。

[0075] 中空針 5 は、管状をな し、その内腔が溶解用液 P (液体）が通過可能な第

1 の流路 5 2 として機能するものである。また、中空針 5 は、その先端が閉

塞 しており、壁部の先端部に開口した側孔 （開口部） 5 3 が形成されている

。側孔 5 3 は、第 1 の流路 5 2 と連通 している。

[0076] 中空針 5 の先端には、鋭利な針先 5 1 が形成されている。図 5 に示すよう

に、この針先 5 1 により、第 1 のコネクタ2 の第 1 の封止部材 6 や後述する

第 2 のコネクタ3 の第 2 の封止部材 1 1 を刺通することができる。図 5 に示

すように、組立状態では、中空針 5 は、針先 5 1 から側孔 5 3 が形成されて

いる部位までが第 2 のコネクタ3 の内腔に露出する。これにより、中空針 5

の側孔 5 3 を介 して、中空針 5 の内腔と第 2 のコネクタ3 の内腔とが連通す

る、すなわち、第 1 のコネクタ2 の第 1 の流路 5 2 と後述する第 2 のコネク

タ3 の第 2 の流路 1 0 2 とが連通する。

[0077] 図 2 に示すように、内筒 7 の内側には、第 1 の封止部材 6 が設置されてい

る。この第 1 の封止部材 6 は、内筒 7 の内腔部を封止するものであり、円板

状をな し、その厚さ方向が内筒 7 の軸方向に一致するように配置されている

。これにより、第 1 の封止部材 6 は、中空針 5 の軸方向に沿って基端側に向

かって移動する際に、中空針 5 の針先 5 によって容易かつ確実に刺通され

る。

[0078] また、第 1 の封止部材 6 は、その中心部の厚さが縁部の厚さよりも厚い弾

性体である。この中心部は、中空針 5 で刺通される第 1 の刺通部 6 となつ

ている。また、第 1 の封止部材 6 の縁部は、前述 したように、内筒 7 の一対

の板状部 7 3 1、 7 3 2 により挟持されている。これにより、第 1 の封止部

材 6 は、内筒 7 に対 し確実に固定され、内筒 7 とともに移動することができ



る。

[0079] また、 コネクタ組立体 1 では、第 1 の封止部材 6 (第 1 の刺通部 6 1 ) と

第 2 の封止部材 1 1 (第 2 の刺通部 1 1 1 ) の中空針 5 により刺通された部

分 と、該部分に接する中空針 5 の外周部 5 4 との摺動抵抗、および摺動部材

7 4 の縮径部 7 4 と該部分に接する中空針 5 の外周部 5 4 との摺動抵抗の

合計が、 コイルパネ 8 の付勢力よりも小さ くなるように設定されている。 こ

れにより、第 1 のコネクタ 2 が図 5 に示す第 3 の状態にあるス トッパ 1 7 を

解除 した際に、 コイルパネ 8 の付勢力によって第 1 のコネクタ 2 が図 4 に示

す第 2 の状態に戻ることができる。なお、 これ らの力同士の大小関係の設定

方法 と しては、特 に限定されないが、例えば、第 1 の封止部材 6 、第 2 の封

止部材 1 1 ゃ摺動部材 7 4 の構成材料の選択、第 1 の刺通部 6 1 や第 2 の刺

通部 1 1 1 の厚 さの調整、 コイルパネ 8 の構成材料の選択、線径、巻 き数の

調整、中空針 5 の外径の調整等を行 う方法が挙げられる。

[0080] 図 2 に示すように、第 1 の刺通部 6 1 は、外力を付与 しない自然状態で、

その先端面 6 1 2 が隆起 している。そ して、図 3 に示すように、第 1 の封止

部材 6 と第 2 の封止部材 1 1 とが密着 した密着状態では、隆起 していた先端

面 6 1 2 が潰れる。 これにより、密着状態がより確実 とな り、 よって、第 1

の封止部材 6 と第 2 の封止部材 1 1 との境界部での液密性 を確保することが

できる。 これにより、組立状態での液体の移送を安全かつ確実に行なうこと

ができる。

[0081 ] なお、第 1 の封止部材 6 の構成材料 と しては、特 に限定されず、例えば、

前述 した摺動部材 7 4 の構成材料 と して例示 したものと同様のものを用いる

ことができる。

[0082] 図 2 に示すように、外筒 4 内には、ステ ンレス鋼等のような金属材料で構

成 されたコイルパネ 8 が設置されている。 コイルパネ 8 は、圧縮状態で、そ

の先端が内筒 7 の板状部 7 3 2 に当接 し、基端がハ プ 1 2 の仕切 り部 1 2 8

(底部）に当接 している。 これにより、内筒 7 を介 して、第 1 の封止部材 6

を先端方向に向かって確実に付勢することができる。 このコイルバネ 8 には



、中空針 5 が揷通 している。すなわち、コイルバネ 8 は、中空針 5 の回りに

、その中空針 5 に沿って配置されている。なお、付勢手段としては、コイル

バネ 8 の他に、蛇腹状の板バネや、円筒状や蛇腹状のゴムからなるものであ

つてもよい。

[0083] 図 1、図 2 に示すように、第 2 のコネクタ3 は、筒状の第 2 のコネクタ本

体 1 0 と、第 2 のコネクタ本体 1 0 に設けられた第 2 の封止部材 1 1 とを有

している。

[0084] 第 2 のコネクタ本体 1 0 は、円筒状をなす部材である。この第 2 のコネク

タ本体 1 0 の内腔は、液体が通過可能な第 2 の流路 1 0 2 として機能する。

図 1 7 に示すように、第 2 のコネクタ本体 1 0 は、その先端部 （第 2 の接続

部）が先細り形状をなす瓶針部 1 0 3 となっており、バッグ5 0 のゴム栓 5

0 5 を刺通することができる。また、瓶針部 1 0 3 には、側孔 （図示せず）

が形成されている。瓶針部 1 0 3 をバッグ5 0 のゴム栓 5 0 5 に刺通 し、当

該側孔をバッグ5 0 内に露出させると、ノくッグ5 0 内と第 2 の流路 1 0 2 と

が連通する。これにより、第 2 の流路 1 0 2 を通過 した液体をバッグ5 0 内

に供給することができる。

[0085] また、前述 したように、第 2 のコネクタ本体 1 0 の途中には、第 1 のコネ

クタ2 の第 1 の係合部 9 と係合する係合部 1 0 5 a 、 1 0 5 b が形成され

ている。

[0086] また、第 2 のコネクタ本体 1 0 の外周部には、その長手方向に沿った複数

(本実施形態では4 本）のリプ 1 0 4 が形成されている。これらのリブ 1 0

4 は、第 2 のコネクタ本体 1 0 の外周部の周方向に沿って等間隔に配置され

ている。これにより、第 2 のコネクタ本体 1 0 を補強することができる。

[0087] 第 2 のコネクタ本体 1 0 は、その先端部に、第 2 の封止部材 1 1 が設置さ

れる封止部材設置部 1 0 6 を有 している。封止部材設置部 1 0 6 は、第 2 の

封止部材 1 1 を上下方向から挟持する円環状の一対の板状部 1 0 6 a 、 1 0

6 b で構成されている。

[0088] なお、第 2 のコネクタ本体 1 0 の構成材料としては、特に限定されないが



、例えば、第 1 のコネクタ 2 の外筒 4 、内筒 7 、挟圧部材 9 、ハ プ 1 2 につ

いての説明で挙げたような材料を用いることができる。

[0089] 図 2 に示すように、第 2 の封止部材 1 1 は、第 2 のコネクタ本体 1 0 の内

腔部 を封止するものであ り、円板状 をな し、その厚 さ方向が第 2 のコネクタ

本体 1 0 の軸方向に一致するように配置されている。 これにより、第 2 の封

止部材 1 1 は、密着 した第 1 の封止部材 6 とともに、中空針 5 の針先 5 1 に

よって容易かつ確実に刺通される。

[0090] また、第 2 の封止部材 1 1 は、その中心部の厚 さが縁部の厚 さよりも厚い

弾性体である。 この中心部は、中空針 5 で刺通される第 2 の刺通部 1 1 1 と

なっている。 また、第 2 の封止部材 1 1 の縁部は、前述 したように、第 2 の

コネクタ本体 1 0 の一対の板状部 1 0 6 a 、 0 6 b により挟持されている

。 これにより、第 2 の封止部材 1 1 は、第 2 のコネクタ本体 1 0 に対 し確実

に固定される。

[0091 ] 図 2 に示すように、第 2 の刺通部 1 1 1 は、外力を付与 しない自然状態で

、その基端面 1 1 2 が隆起 している。そ して、図 3 に示すように、第 1 の封

止部材 6 と第 2 の封止部材 1 1 とが密着 した密着状態では、隆起 していた基

端面 1 1 2 が第 1 の封止部材 6 の先端面 6 2 と同様 に潰れる。 これにより

、密着状態がより確実 とな り、 よって、第 1 の封止部材 6 と第 2 の封止部材

との境界部での液密性 を確保することができる。

[0092] なお、第 2 の封止部材 1 1 の構成材料 と しては、特 に限定されず、例えば

、前述 した摺動部材 7 4 の構成材料 と して例示 したものと同様のものを用い

ることができる。

[0093] 次 に、 コネクタ組立体 1 を使用する際の動作状態について説明する。

[ 1 ] 分解状態か ら組立状態 となる過程 （第 1 のコネクタ 2 をシ リンジ

2 0 に装着後は、図 2 (図 6 ) →図 3 (図 7 ) →図 4 (図 8 ) →図 5 (図 9

) の順 に図面参照）

まず、第 1 のコネクタ 2 にシ リンジ 2 0 を装着 し、第 2 のコネクタ 3 をバ

ッグ 5 0 に装着する。



[0094] 第 1 のコネクタ2 にシリンジ 2 0 を装着する際は、第 1 のコネクタ2 のハ

プ 1 2 のハプ部 1 2 の基端部にシリンジ 2 0 の口部 2 0 2 を揷入 し、シリ

ンジ 2 0 とともにロックアダプタ2 0 3 を回転させる。この際、ハプ 1 2 の

ラチエツ卜歯 1 2 6 と外筒 4 の爪4 4 とが係合 し、外筒 4 に対するハプ 1 2

の回転が阻止され、ハプ部 1 2 の突起 1 2 3 に、ロックアダプタ2 0 3 が

螺合する。すなわち、ハプ部 1 2 2 とシリンジ 2 0 の口部 2 0 2 とが接続さ

れ、突起 1 2 3 とロックアダプタ2 0 3 とが螺合することにより、ハプ 1 2

にシリンジ 2 0 が保持される。

[0095] このようにハプ 1 2 に装着されたシリンジ 2 0 は、そのハプ 1 2 から取り

外すことはできない。すなわち、ハプ 1 2 からシリンジ 2 0 を取り外そうと

してシリンジ 2 0 を回転させても、ハプ 1 2 が外筒 4 に対 して回転 し、突起

1 2 3 とロックアダプタ2 0 3 との螺合を緩めることはできない。これによ

り、特に、杭がん剤、免疫抑制剤等、医療従事者が誤って触れると危険な薬

剤が、医療従事者に付着 して しまうことを防止することができる。

[0096] また、ハプ 1 2 の一方向の回転は可能であるので、ハプ部 1 2 2 にシリン

ジ 2 0 が装着された状態で、そのハプ 1 2 とともにシリンジ 2 0 を回転させ

ることにより、シリンジ 2 0 に設けられた目盛を容易に見ることができる。

[0097] また、第 1 のコネクタ2 にシリンジ 2 0 を装着する際は、突起 1 2 3 と口

ックアダプタ2 0 3 とを螺合させるだけでよく、他の特別な操作を行う必要

がないので、そのシリンジ 2 0 の装着を容易かつ迅速に行うことができる。

[0098] 次に、図 2 に示すように、分解状態の第 2 のコネクタ3 をその基端側から

、第 1 のコネクタ2 の先端部に向かって接近させる。分解状態では、第 1 の

コネクタ2 は、第 1 の状態 （内筒 7 の突部 7 6 が外筒 4 の溝部 4 8 の横溝 4

8 に位置 した状態）となっている （図 6 参照）。また、第 1 の封止部材 6

は、中空針 5 よりも先端側に位置 している。

[0099] 図 3 、図 7 に示すように、第 2 のコネクタ3 を第 1 のコネクタ2 内に揷入

していくと、まず、第 1 のコネクタ2 の第 1 の封止部材 6 の先端面 6 1 2 と

、第 2 のコネクタ3 の第 2 の封止部材 1 1 の基端面 1 1 2 とが当接 し、弾性



変形 して密着する。 この とき、前述 したように、第 1 の コネクタ 2 が第 1 の

状態 とな っているため （図 7 参照）、第 1 の コネクタ 2 に対する第 2 の コネ

クタ 3 の挿入操作が一旦規制 される。

[01 00] また、図 3 に示すように、 ス ト 1 7 が作動 して （第 1 の コネクタ 2 の

挟圧部材 9 が第 2 の コネクタ 3 の係合部 1 0 5 a に係合 して）、第 2 の コネ

クタ 3 が再び先端方向へ逆戻 りし、第 1 の コネクタ 2 か ら離脱するのが防止

される。

[01 0 1 ] 次 に、図 8 に示すように、第 1 の コネクタ 2 の内筒 7 を図中の矢印方向に

回転操作すると、第 1 の コネクタ 2 は、第 2 の状態 （内筒 7 の突部 7 6 が外

筒 4 の溝部 4 8 の交差部 4 8 3 に位置 した状態） となる。 これによ り、前述

したように、挿入操作の規制が解除されて、 当該挿入操作 を再開することが

で きる。

[01 02] また、 ス ト 1 7 、 ロック手段 1 9 によ り、第 1 の コネクタ 2 と第 2 の

コネクタ 3 との組立状態が維持 されている。 これによ り、第 1 の コネクタ 2

か ら第 2 の コネクタ 3 を抜去する、すなわち、組立状態のコネクタ組立体 1

が不用意 に分解するのを確実 に防止することがで きる。 これによ り、 コネク

タ組立体 1 を介 して、溶解用液 P を安全 に移送することがで きる。

[01 03] また、組立状態では、第 1 の コネクタ 2 の第 1 の封止部材 6 と第 2 の コネ

クタ 3 の第 2 の封止部材 1 1 との密着が維持 されている （図 5 参照）。 これ

によ り、第 1 の流路 5 2 および第 2 の流路 1 0 2 の特 に接合部付近での液密

性 （気密性）を確実 に維持することがで き、 これ らの流路 を通過する溶解用

液 P が組立状態のコネクタ組立体 1 か ら漏 出するのが確実 に防止される。

[01 04] また、図 5 に示す状態では、 内筒 7 の基端 7 8 がハ プ 1 2 の本体部 1 2 1

の先端 1 2 9 に当接する。 これによ り、第 2 の コネクタ 3 の揷入限界が規制

される。

[01 05] [ 2 ] 組立状態か ら再度分解状態 となる過程 （図 5 (図 9 ) →図 4 (図

8 ) →図 3 (図 7 ) →図 2 (図 6 ) の順 に図面参照）

図 5 、 図 9 に示す状態か ら挟圧部材 9 を操作 して、第 1 の コネクタ 2 と第



2 の コネクタとの ロック状態 を解除する。 これによ り、第 1 の コネクタ 2 か

ら第 2 の コネクタを抜去する抜去操作 を開始することがで きる。

[01 06] 図 4 、 図 8 に示すように、抜去操作 を開始すると、前記 とは逆 に、第 2 の

コネクタ 3 が先端方向に移動する。 この とき、第 1 の封止部材 6 には、 コィ

ルバネ 8 による付勢力が内筒 7 を介 して作用 しているため、第 1 の封止部材

6 は、第 2 の コネクタ 3 の移動 に追従することがで きる。 これによ り、抜去

操作 を行な うときにも、第 1 の封止部材 6 と第 2 の封止部材 1 1 との密着状

態が維持 される。

[01 07] そ して、第 1 の コネクタ 2 が第 2 の状態 とな った ときに、前述 したように

、抜去操作が一旦規制 される （図 8 参照）。 この とき、図 4 に示すように、

中空針 5 は、側孔 5 3 が第 2 の封止部材 1 1 (図示の構成では第 2 の封止部

材 1 1 よ りもさ らに基端側 にある第 1 の封止部材 6 ) よ りも基端側 に位置 し

ている。なお、第 1 の封止部材 6 および第 2 の封止部材 1 1 は、 それぞれ、

中空針 5 で刺通 された部分が自己閉塞性 によ り閉 じる。

[01 08] 次 に、 内筒 7 を前記 と反対方向に回転操作すると、第 1 の コネクタ 2 は、

図 7 に示す第 1 の状態 となる。 この とき、図 3 に示すように、 ロック手段 1

9 による内筒 7 と第 2 の コネクタ 3 との ロック状態が解除されて、第 2 の コ

ネクタ 3 のみの先端方向への移動が可能 となる。 これによ り、第 2 の コネク

タ 3 の抜去操作 を再開することがで きる。

[01 09] 図 2 、 図 6 に示すように、抜去操作 を再開すると、密着状態であ った第 1

の刺通部 6 と第 2 の刺通部 1 1 1 とが離間 し、組立状態であ ったコネクタ

組立体 1 を再度分解状態 とすることがで きる。

[01 10] このように、 コネクタ組立体 1 では、第 1 の コネクタ 2 か ら第 2 の コネク

タ 3 を抜去する際、 中空針 5 が第 2 の封止部材 1 1 か ら抜 けきらないうちに

、第 1 の封止部材 6 と第 2 の封止部材 1 1 とが離間するのを防止することが

で きる。 これによ り、組立状態のコネクタ組立体 1 を分解 している最中でも

、第 1 の流路 5 2 および第 2 の流路 1 0 2 の液密性が保持 され、 よって、 こ

れ らの流路 中の液剤 （液体）がコネクタ組立体 1 か ら漏 出するのが確実 に防



止される。 これによ り、 コネクタ組立体 1 を用いて、液剤の移送 を安全 に行

うことがで きる。

[01 11] 以上、本発明のコネクタおよび コネクタ組立体 を図示の実施形態 について

説明 したが、本発明は、 これに限定されるものではな く、 コネクタおよび コ

ネクタ組立体 を構成する各部 は、同様の機能 を発揮 し得 る任意の構成のもの

と置換することがで きる。 また、任意の構成物が付加 されていてもよい。

[01 12] また、回転阻止手段 は、ハ プに設 け られたラチエツ 卜歯 と外筒 に設 け られ

た爪 とで構成 されているが、 これに限定されず、例 えば、ハ プに設 け られた

爪 と外筒 に設 け られたラチエツ 卜歯 とで構成 されていてもよい。

[01 13] また、操作規制手段 は、外筒の壁部 に形成 された溝部 と、 内筒の壁部 に突

出形成 され、溝部 に挿入される突部 とで構成 されたものであるが、 これに限

定されず、例 えば、 内筒の壁部 に形成 された溝部 と、外筒の壁部 に突出形成

され、溝部 に挿入される突部 とで構成 されたものであ つてもよい。

[01 14] また、第 1 の刺通部 および第 2 の刺通部 は、 それぞれ、 その端面が隆起 し

ているが、 これに限定されず、例 えば、 それ らの刺通部の うちの一方の端面

のみが隆起 していてもよい。

また、本発明は、 コイルバネ 8 を有 していないものであ ってもよい。

産業上の利用可能性

[01 15] 本発明によれば、ハ プの正方向および逆方向の うちの一方のみの回転 を阻

止する回転阻止機能 を有する回転阻止手段 を有 しているので、 コネクタに医

療器具 を接続する際、医療器具 をハ プに対 して回転 させ、ハ プの凸部 に医療

器具の螺合部 を螺合 させることがで きる。

そ して、 コネクタに医療器具が接続 された後 は、医療器具 を前記凸部 と螺

合部 との螺合が緩む方向に回転 させても、ハ プが外筒 に対 して回転 し、前記

凸部 と螺合部 との螺合 を解除することはで きず、 これによ り、医療器具がコ

ネクタか ら離脱 して しまうことを防止することがで きる。

また、医療器具 は、 コネクタに接続 された状態でそのコネクタに対 して回

転することがで きるので、例 えば、溶解用液 に薬剤 を溶解する作業 中に、医



療器具 に設 け られた 目盛 を容易に見ることがで きる。 したが って産業上の利

用可能性 を有する。



請求の範囲

[ 請求項 1] 外筒 と、

前記外筒 に対 して該外筒の軸回 りに回転可能 に、前記外筒の基端部

に設置 され、前記外筒内に挿入された本体部 と、螺合部 を有する医療

器具が基端側 に接続 される接続部 と、前記螺合部 と螺合する凸部 とを

有するハ プと、

前記 / \ プが前記外筒か ら離脱することを防止する離脱防止手段 とを

備 えるコネクタであ って、

前記ハ プの正方向および逆方向の うちの一方のみの回転 を阻止する

回転阻止機能 を有する回転阻止手段 を備 え、

前記回転阻止手段 は、前記外筒の基端部 に設 け られた第 1 の係合部

と、前記ハ プに設 け られ、前記第 1 の係合部 と係合 し得 る第 2 の係合

部 とを備 え、

前記医療器具 を前記ハ プに対 して回転 させて前記凸部 に前記螺合部

を螺合 させる際に前記ハ プに加わる回転 トル クによ り前記ハ プが回転

しょうとする方向 と、前記回転阻止手段 によ り阻止される前記ハ プの

回転の方向 とが一致 してお り、

前記第 1 の係合部 と前記第 2 の係合部 とが係合 した とき、前記回転

阻止手段の前記回転阻止機能が発現することを特徴 とするコネクタ。

[ 請求項 2 ] 前記第 1 の係合部 と前記第 2 の係合部 との一方は、爪であ り、他方

は、前記爪 と係合 しし得 るラチエツ 卜歯である請求項 1 に記載のコネ

クタ。

[ 請求項 3 ] 前記 ラチエツ 卜歯 は、周方向に沿 って複数設 け られている請求項 2

に記載のコネクタ。

[ 請求項 4 ] 前記医療器具 は、先端部 に口部 を有するシ リンジを備 え、

前記 コネクタは、前記接続部 に、前記シ リンジの前記 口部が接続 さ

れるものである請求項 1 に記載のコネクタ。

[ 請求項 5 ] 請求項 1 に記載のコネクタと、



前記 コネクタと接続 され、先端側 に液体 を収納可能な液体収納容器

が接続 される接続部 を有する相手 コネクタとを備 えることを特徴 とす

るコネクタ組立体。
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